
　長妻昭厚生労働相は２月１７日、衆院厚生労働委員
会で所信を表明し、「救急、産科、小児科、外科など
の医療の再生や病院勤務医の負担軽減を図る」と述
べ、ネットで０.１９％のプラス改定となった２０１０年度
診療報酬改定の成果を強調した。
　２月２６日には、衆院予算委員会で社会保障をテー
マに集中審議が行われ、０９年夏の総選挙のマニフェ
ストの基となった「民主党政策集ＩＮＤＥＸ２００９」
に盛り込まれた「総医療費をＧＤＰ比で経済協力開
発機構（ＯＥＣＤ）加盟国平均まで引き上げる」と

した方針について、鳩山由紀夫首相は「努力はする
が、４年間でと確約できるとは必ずしも限らない」
と発言。自民党の大村秀章・前厚生労働副大臣は
「国民を欺く詐欺的行為だ」と批判した。
　足立信也厚生労働政務官は３月３日、予防接種法
の抜本改正について「スケジュール感としては、早
ければ１１年。遅くとも５年以内だ」と述べ、５年以
内の法改正に意欲を示した。
　政府は３月５日、介護保険施設の設置基準を条例
に委任することなどを盛り込んだ「地域主権改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」
を閣議決定した。今国会で成立すれば、老人福祉法
や介護保険法の改正法を１１年４月１日に施行する。
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※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３０～３３ページ
※地区医師会との懇談会の予定は２９ページ　　　　

場　　所開始時間行　　　事
ホテルグランヴィア京都「栄華の間」午後４時３０分専門医会長との懇談会５月８日土
京都リサーチパーク午後３時第６３４回社会保険研究会５月１５日土
メルパルク京都６Ｆ午後２時新規開業予定者のための講習会５月２３日日

未定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 講習会：午後２時３０分
新規開業医のための基礎講習会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 相談会：午後４時４５分

６月１２日土

未定午後３時第６３５回社会保険研究会７月１０日土
ホテルグランヴィア京都午後１時～３時第６３回定期総会７月２５日日

今
後
の
予
定

場　　所開始時間行　　　事
府医師会館３０５号室午後２時保険審査通信検討委員会２日金
京都国際ホテル「二条の間」午後４時小児科診療内容向上会

３日土
ホテルフジタ京都「藤の間」午後２時３０分消化器診療内容向上会
エンゼルハウス（上京区一条七本松西入）午後２時京フィルコンサート４日日
登録会館（烏丸御池上ル）午後２時講演会「もんじゅ運転再開とプルサーマル」１０日土
協会分室３Ｆ午後２時３０分医療制度検討委員会

１４日水
未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室
未定午後１時ファイナンシャル相談室

１５日木 未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
舞鶴メディカルセンター午後２時３０分舞鶴医師会との懇談会１７日土
集合：ＪＲ西大路駅前午前９時３０分文化ハイキング～平安京と島原の佇まいを歩く～

１８日日
リーガロイヤルホテル京都午後４時１５分眼科診療内容向上会
府医師会館３０５号室午後２時金融共済委員会２１日水
京都リサーチパーク・東地区１号館４階午後２時第３次新点数検討会（「新点数Ｑ＆Ａ・レセプト記載」説明会）２４日土
みやづ歴史の館・大会議室午前１０時第３次新点数検討会（「新点数Ｑ＆Ａ・レセプト記載」説明会）

２５日日
集合：阪急大宮駅改札口午前９時環境ハイキング
未定午後２時経営相談室２８日水

4
月
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ＯＥＣＤ並み医療費「４年間でと確約できな
い」／鳩山首相
　衆院予算委員会は２月２６日、社会保障をテーマに
集中審議を行った。２００９年夏の総選挙のマニフェス
トの基となった「民主党政策集ＩＮＤＥＸ２００９」に
盛り込まれた「総医療費をＧＤＰ比で経済協力開発
機構（ＯＥＣＤ）加盟国平均まで引き上げる」とし
た方針について、鳩山由紀夫首相は「努力はするが、
４年間でと確約できるとは必ずしも限らない」と発
言。自民党の大村秀章・前厚生労働副大臣は「国民
を欺く詐欺的行為だ」と批判した。
　大村氏は「詐欺的行為だ。努力するが、やるかど
うか分からないという答弁では納得できない」と批
判。医療費の引き上げに向けた工程表を示すべきと
指摘した。
　さらに大村氏は、１０年度診療報酬改定の改定率は
「マイナスだった」とあらためて指摘。０９年度第１次
補正予算の執行停止と合わせ「命を守るというのは
ポーズか」と迫った。
　鳩山首相は「地域の医療崩壊を招いたのは旧政権
じゃないんですか」と返し、「前政権の過ちを繰り返
してはいけないということで、本体は前回の４倍も
増やし、医療崩壊の現場を救おうというのが基本的
な考え方」と強調。長妻厚労相も「補正予算のよう
な単年度の措置ではなく、１０年ぶりにネットプラス
を実現し、恒久的な措置として医療を立て直してい
く」と述べた。（３/１MEDIFAXより）

地域主権法案を閣議決定／介護施設の基準な
ど条例委任へ
　政府は３月５日、介護保険施設の設置基準を条例
に委任することなどを盛り込んだ「地域主権改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」
を閣議決定した。今国会で成立すれば、老人福祉法

や介護保険法の改正法を２０１１年４月１日に施行す
る。各都道府県は施行日までに条例を制定すること
になっているが、条例未制定の場合は、経過措置と
して１２年３月３１日まで国の基準とすることができ
る。
　法案では、介護保険施設（軽費老人ホームを除く）
の人・設備・運営基準などを自治体が条例で定める
ことができるとした。介護保険施設の廊下幅や食堂
の広さなどに関する基準が、都道府県の裁量で決め
ることができるようになる。ただ「人員配置基準」
「居室面積基準」「人権侵害防止等に関する基準」に
関しては、国が定める内容に適合した基準とする必
要がある。（３/８MEDIFAXより）

統合医療「医療費の削減も期待」／鳩山首相
　鳩山由紀夫首相は３月５日の参院予算委員会で、
西洋医学と代替医療を組み合わせた統合医療につい
て「医療費の大幅な削減にも十分つながる可能性が
あり、非常に期待している」と述べ、医療費の観点
からも推進すべきとの考えを示した。
●鳩山内閣「キーワードは予防医療」
　厚生労働省の足立信也政務官は「鳩山内閣、ある
いは長妻昭厚生労働相の医療行政のキーワードは予
防医療」とし、統合医療は予防医療や国民の多様な
ニーズに応える医療の推進につながると説明。一方
で「代替医療は玉石混交」とし「まずやるべきこと
はエビデンスを確立することだ」と述べた。
（３/８MEDIFAXより）

予防接種法の改正「早ければ１１年」／足立政
務官
　足立信也厚生労働政務官は３月３日、予防接種法
の抜本改正について「スケジュール感としては、早
ければ２０１１年。遅くとも５年以内だ」と述べ、５年
以内の法改正に意欲を示した。厚生労働省の政策会
議終了後の会見で述べた。
　３月にも予防接種法の抜本改正に向け、議論を始
める厚労省の厚生科学審議会・感染症分科会予防接
種部会所属の有識者について、足立政務官は「委員
全員が非常に抜本改正に前向きだ、という認識は共
有していると思う」と指摘。その上で「１期２年の
間に自らが議論をして抜本改正をしたいのであれ
ば、おのずと期限は限られてくる」との見通しを示
した。
　一方で、議論が不十分な場合は「部会を継続して
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議論を続けるべきだと考えている」とした。
●Ｈｉｂワクチンなどに与党議員が関心
　この日の政策会議は、今国会に提出する予防接種
法の改正法案を与党議員に説明した。政策会議終了
後に会見した長浜博行厚労副大臣によると、予防接
種法の対象になっていないインフルエンザ菌ｂ型
（Ｈｉｂ）ワクチンや肺炎球菌ワクチンなどに関心を
示した議員が多かったという。
（３/４MEDIFAXより）

２次医療圏の見直し議論開始／長妻厚労相、
１０年度から
　長妻昭厚生労働相は３月１日の衆院予算委員会の
分科会で、「２０１０年４月以降、１１年度中には２次医療
圏の在り方を含め、医療計画制度全体をどうするべ
きかという議論を開始していこうと考えている」と
述べ、２次医療圏見直しに向け、医療計画制度の在
り方に関する議論を１０年度に始める考えを示した。
　長妻厚労相は「２次医療圏は基本的な考え方だが、
救急医療圏というものもあり、弾力的に運用されて
いる」とし「（２次医療圏は）見直す必要があるとい
う意識は持っている」と述べた。
　質問に立った阿部俊子氏（自民）は「２次医療圏
の見直しは、見直しの中で新たな枠組みをつくって
いく方法と、全く外してしまう方法がある」と指摘
した。（３/２MEDIFAXより）

総合医「大前提はフリーアクセス」／長妻厚
労相
　総合的な診療能力を持ついわゆる「総合医」につ
いて、長妻昭厚生労働相は３月１日の衆院予算委員
会の分科会で「大前提はフリーアクセスの確保。フ
リーアクセスを確保した上で、地域の総合医の機能
を拡充していくことは重要だ」と述べた。
　長妻厚労相は「フリーアクセスを確保することは

重要なことで、これからも続けていかないといけな
い」とし、「（専門医の診療の）前に、地域でいわゆ
る総合診療医にある程度よく診ていただく体制を取
って、そこで的確な病院を紹介したり、治療をした
りするような、役割分担を進めていく必要性を感じ
ている」と述べた。（３/２MEDIFAXより）

高額療養費の限度額見直しへ／厚労相「社保
審で議論する」
　高額療養費制度の自己負担限度額について、長妻
昭厚生労働相は２月２６日、衆院予算委員会の分科会
で「運用改善と合わせて、２０１０年度に、患者や保険
者、医療関係者が入った社会保障審議会で議論して
いく」と述べ、自己負担額の見直しに向けた議論を
１０年度から始める考えを示した。
　質問に立った江田康幸氏（公明）は、難病やがん
などの長期慢性疾患を抱えた低所得者が、生涯にわ
たって医療費を負担する難しさを指摘した上で「高
額療養費制度の自己負担限度額は適切なのか」とし、
設定金額の引き下げを要求した。
　高額療養費制度は、患者が１カ月間に支払った自
己負担額が高額となった場合、一定金額を超えた部
分が保険者から患者に払い戻される制度。７０歳未満
の自己負担限度額は、被保険者の所得に応じて、一
般・上位所得者・低所得者の３段階に設定されてい
る。市町村民税が非課税の低所得者の自己負担限度
額は１カ月当たり３万５４００円となっている。
（３/１MEDIFAXより）

社会保障・税の共通番号の議論スタート／政府
　社会保障と税の共通の番号制度の創設に向けて政
府は２月８日、菅直人副総理を会長とする「社会保
障・税に関わる番号制度に関する検討会」の初会合
を開いた。菅副総理は冒頭のあいさつで「２、３カ
月の間で１次的な試案を作り、広く国民に議論して
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【２月】◆アラバマ大学で銃撃、３人死亡（１３日）◆ハイチの陸自医療隊が帰国へ（１４日）◆反捕鯨団体船長 日本船に侵入（１５日）◆
英史上最高額 くじで７９億円（１６日）◆元党首討論 政治とカネに終始（１７日）◆みんなの党 山内氏元秘書逮捕（１８日）◆派遣村の湯浅
氏、参与辞任へ（１９日）◆トヨタの「隠ぺい体質」追及へ 米（２０日）◆首相 引退後「農業やりたい」（２１日）◆小沢氏 長崎知事選敗北
を陳謝（２２日）◆「殺人は時効廃止」法相に答申（２４日）◆大麻摘発最多 国内生産高まる（２５日）◆真央「誇り」も悔し涙の銀、強か
ったヨナ、歴代最高点（２６日）【３月】◆「自民が「徴兵制」検討？ 即否定（４日）◆池田小、WHOの安全な学校に（５日）◆映画ド
ラえもん、３０作目が公開（６日）◆地下鉄サリン死者１３人目認定（７日）◆高齢者医療の財政別建て検討（９日）◆１票の格差２. ３０倍、
初の合憲（１１日）◆無償化 朝鮮学校は当初除外へ（１２日）

（２０１０年２月１３日～３月１２日） 



もらい、年内に方向性を出す。早ければ２０１１年の国
会に法案を出せるよう努力する」と述べた。
　政府はこの日、論点として、番号制度を利用する
分野（サービス）や使用する番号、個人情報を保護
する仕組みなどを挙げた。
　検討会は２週間に１回程度開き、５月をめどに選
択肢を複数示す予定だ。
　自公政権では、国民が年金や医療、介護の情報を
引き出せる社会保障カード（仮称）の導入を構想し
ていた経緯があり、今回の番号制度の創設が決まれ
ば、社会保障カードとの関係をどう位置付けていく
か議論となる。
　民主党は０９年夏の衆院選のマニフェストで、国民
の正確な所得を把握し、必要な社会保障の給付を行
うため、税と社会保障制度共通の番号制度の導入を
掲げていた。
　検討会の副会長には平野博文官房長官、仙谷由人
国家戦略担当相、原口一博総務相、長妻昭厚生労働
相が就任した。（２/９MEDIFAXより）

現状の番号残して「制度間の共通番号」／政
府検討会
　２月２２日に開かれた、社会保障と税の共通の番号
制度の創設に向けた政府の「社会保障・税に関わる
番号制度に関する検討会」（会長＝菅直人副総理）で
は、各制度間を横断する形で基礎となる番号を設け
ることで一致した。基礎年金番号や健康保険の被保
険者番号など、現在、制度ごとに存在する番号は残
しつつも、基礎となる番号を通じてさまざまな制度
にアクセスできるようにする。
　番号を１つに統一しない理由については「セキュ
リティー、プライバシー保護の観点から（複数の番
号が）あってもいいのではないか」と述べ、利便性
とセキュリティーの両方に配慮した結果だとした。
（２/２３MEDIFAXより）

「自殺対策は最重要課題の１つ」／厚労省ＰＴ
で長妻厚労相
　厚生労働省の自殺・うつ病等対策プロジェクトチ
ームは２月２３日、２回目の会合を開き、有識者から
ヒアリングを行った。出席した長妻昭厚生労働相は
「鳩山由紀夫首相とも自殺対策について話をした。鳩
山内閣の下で、多くの方々に生きる希望を持っても
らえる施策を打ち立てることが、本当の命を守る政
治につながる。最重要課題の１つだ」とした上で、

「精神疾患は患者数が増えており、重要疾患の１つと
して位置付け、国を挙げて取り組む時期がきている」
とした。
　ヒアリングでは▽精神疾患治療中の人の治療につ
いて▽自殺率が低下した英国での対策▽精神医療の
体制▽ケースワーク機能の充実─などの発表があっ
た。また、「アウトリーチ」（支援者の方から直接出
向く援助）の必要性が発表者の共通認識として指摘
された。さらに、統合失調症が自殺の背景になって
いる場合もあり、対策が必要との意見もあった。
（２/２４MEDIFAXより）

「救急や産科の再生を図る」／長妻厚労相が
所信
　長妻昭厚生労働相は２月１７日、衆院厚生労働委員
会で所信を表明し、「救急、産科、小児科、外科など
の医療の再生や病院勤務医の負担軽減を図る」と述
べ、ネットで０.１９％のプラス改定となった２０１０年度
診療報酬改定の成果を強調した。
　改定の内容については「診療所と病院の連携を強
化して、救急外来をサポートするための診療報酬を
新設する」と報告。勤務医の事務負担の軽減に向け
ては「医療クラークの配備に対する診療報酬を手厚
くする」とした。
　医療提供体制の確保については「１０年度の医学部
定員について、前年度に比べ３６０人増員して過去最大
の８８４６人にする」とし、医師確保に取り組む姿勢を
示した。
　政権交代前から廃止を主張していた後期高齢者医
療制度に関しては「政権１期４年の中で廃止し、高
齢者の皆さまをはじめ、より分かりやすく信頼が得
られる制度へ移行する」と明言。７５歳以上の後期高
齢者に適用されている診療報酬体系も廃止するとし
た。
　新型インフルエンザ対策の充実に向けては「国内
で細胞培養法を開発し、全国民の新型インフルエン
ザワクチンを約半年で生産可能にする」と述べ、国
内産で全国民に対する需給が可能となるワクチン生
産体制の整備を約束した。
　１０年度から医療費助成が拡大される肝炎対策につ
いては「検査や診療についての体制整備、肝疾患研
究の強化などに取り組む」と意気込みを示した。
　職員の処遇改善に取り組んでいる介護関連施策に
関しては「介護施設について、今後３年間で、定員
を１６万床増加させる」と説明。また、「訪問介護に関
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しても現行の利用者１５０万人を増加させ、訪問看護の
体制整備にも努める」と述べた。
　持続可能な社会保障制度の実現に必要な財源確保
に向けては「負担と給付の関係を透明にして、中抜
きや浪費をなくす」とし、あくまで無駄の削減で捻
出するとした。（２/１７MEDIFAXより）

「消費増税→社会保障増→経済成長」は可能？
／未来投資ＰＴ
　厚生労働省の「医療・介護・保育『未来への投資』
プロジェクトチーム」は３月４日、千葉大法経学部
総合政策学科教授の廣井良典氏から意見を聴いた。
廣井氏は、介護や福祉の分野は大きな雇用誘発効果
が見込めると説明。会合に出席した山井和則厚生労
働政務官は、消費税増税によって社会保障への投資
を増やすことが、結果的に経済成長につながるのか
どうかの見解を聞いたが、廣井氏は消費税の影響に
は言及しなかった。
　廣井氏は「自然資源が不足し労働力が余る時代に
なってきている」と指摘。人材を多く必要とし自然
資源をできるだけ使わない「環境効率性」の重要性
を強調し、介護や福祉の分野は「環境効率性」の面
で優れているとした。
　山井政務官は「社会保障給付費を増やせば経済が
成長するのであれば、厚労省の予算をたくさん獲得
して、医療、年金、福祉に投資すれば、経済も成長
するという理屈は成り立つ」と指摘。財源確保には
消費税が必要とし「消費税を上げて、社会保障給付
費を増やすことが経済成長につながる。逆に言えば
消費税増をせず、社会保障給付費が増えなければ、
経済成長はできないという理屈は成り立つのか」と
質問した。
　廣井氏は、社会保障給付費と経済成長の関係につ
いて「やや正の相関関係がある」とし、「少なくとも
社会保障を増やすことが経済にマイナスではない」
と述べた。（３/５MEDIFAXより）

介護など現物給付充実を／未来投資ＰＴで神
野氏
　厚生労働省の「医療・介護・保育『未来への投資』
プロジェクトチーム」は２月２２日、関西学院大人間
福祉学部の神野直彦教授から意見を聴いた。神野氏
は社会保障費を充実させながら、経済成長を達成し
ているスウェーデンを例に取り上げ「介護・育児な
どの現物給付へ社会保障の軸足を移すべき」と述べ

た。
　神野氏は、ＧＤＰに占める社会保障の大きさがほ
ぼ同様のスウェーデンとドイツを比較して、スウェ
ーデンの方が高い成長率となっていることを指摘。
その理由として、スウェーデンの社会保障支出に占
める高齢者や家族への現物給付の多さを挙げた。
　その上で、今後は２次産業から３次産業への人的
資源の移行に伴い女性の社会進出が進むとし「今後
の社会保障の在り方として、家庭内で担われていた
労働をサービスとして提供することが経済成長を考
える上で重要。従来のセーフティーネットをさらに
拡充し、労働市場に参加できる形にすべきだ」と訴
えた。（２/２３MEDIFAXより）

へき地拠点病院の指定要件改正へ／厚労省が
事務連絡
　厚生労働省は２０１０年４月１日から、「へき地保健医
療対策事業実施要綱」を改正する。へき地医療拠点
病院の指定要件などを改正する予定で、拠点病院の
活動実績を重視するよう促す。同省医政局指導課救
急・周産期医療等対策室は２月２６日に発出した事務
連絡で趣旨を説明し、周知を依頼した。
　現行の要綱では「へき地における医療活動を継続
的に実施できる」ことなどを指定要件としている。
改正後は▽巡回診療▽へき地診療所などへの代診医
の派遣（継続的な医師派遣も含む）と技術指導、援
助▽遠隔医療などの各種診療支援─のいずれかの実
施を必須とし、基準を明確化する。これらの事業を
「実施した実績を有する、または当該年度に実施でき
る」ことを要件とする。
　へき地医療拠点病院については、へき地保健医療
対策検討会の調査で、病院や地域で取り組みに差が
あることが明らかになっていた。
（３/２MEDIFAXより）

救急応援の診療所医師に補助金／厚労省、１０
年度から
　厚生労働省は、地域の診療所医師が２次救急医療
機関などの夜間・休日の診療支援を行う際の経費を
補助する「診療協力支援事業」を、２０１０年度から実
施する。２次救急医療機関の要請を受けて、診療所
が医師を派遣した際に出される手当のうち、１人１
回当たり１万３５７０円を上限に国が補助する。病院勤
務医の負担軽減とともに、診療所医師の救急医療へ
の参画を促すのが狙いだ。
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　「診療協力支援事業」の予算総額は２億２９４９万円
で、１施設当たりの積算単価は約５００万円を見込ん
だ。国の補助率は３分の１で残りは都道府県などが
補助する。
　厚労省は２月２６日、全国医政関係主管課長会議で
事業の詳細を示した。会議では「オンコール体制な
どを取っている場合は対象となるのか」と質問が上
がった。厚労省医政局指導課の古川浩二課長補佐は
「原則としてオンコール体制だけでは対象とならな
い。オンコールで診療所の医師が２次医療機関に呼
び出されて診療を行った場合に対象になる」と説明
した。
　厚労省は、受け入れ困難事案の患者を受け入れる
ために空床を確保した場合に補助する「受入困難事
案患者受入医療機関支援事業」も１０年度から実施す
る。改正消防法で策定が義務付けられた「傷病者の
搬送と受け入れの実施基準」に対応して新設した。
実施基準では、救急受け入れに対応する医療機関を
緊急性や専門性などに応じ、あらかじめリスト化す
ることになっており、リストに記載された病院では
救急受け入れに対応するため空床の確保が必要にな
る。
　同事業も国の補助率は３分の１で、１日１床当た
り原則２万９１１０円を国が補助する。予算総額は４億
５０６８万円。受け入れ困難事案としては▽急性アルコ
ール中毒▽背景に精神疾患がある場合─などが挙げ
られている。
　全国医政関係主管課長会議ではこのほか、ＮＩＣ
Ｕに入る新生児を担当する医師への手当を補助する
「新生児医療担当医確保支援事業」（新生児が１人入
院するごとに１万円、ＮＩＣＵ入院初日のみ）、小児
専門病院・中核病院を小児救命救急センター（仮称）
として位置付け運営経費を補助する「小児救命救急
センター（仮称）運営事業」（積算単価＝１カ所あた
り約２億２２００万円）などの要綱も示した。
（３/１MEDIFAXより）

高度医療、新規技術１件を承認／評価会議
　高度医療評価会議（座長＝猿田享男・慶応大名誉
教授）は２月２５日、胃がんの胃切除後にパクリタキ
セルを適応外使用した腹腔内への反復投与を、高度
医療評価制度の対象技術として承認した。
　このほか、継続審議になっていた重症虚血性心疾
患に対する「低出力体外衝撃波治療法」も条件付き
で承認した。（２/２６MEDIFAXより）

第３次試案「成案にはならない」／死因究明
制度で足立政務官
　死因究明制度の創設に向けた厚生労働省の第３次
試案について、足立信也厚生労働政務官は２月２３日
の衆院予算委員会で「過去に検討された第３次試案
が成案になることはないと考えている」と明言した。
その上で「２０１０年度中にしっかりした方向性を出し
ていきたい」とし、前政権下での第３次試案の方向
性とは異なる形で、死因究明制度の検討を進める考
えを示した。
　足立政務官は、中井洽国家公安委員長の下で検討
されている「非自然死体」の死因究明について言及
し「医療提供関連死がそこに入るのかどうか、ある
いは除外すべきなのかどうか。その検討の状況も見
守りたい」と述べ、国家公安委員会での検討結果を
踏まえ、死因究明制度の創設に取り組む姿勢を示し
た。
●無過失補償制度は「公的でやるべき」
　足立政務官は衆院予算委員会で、無過失補償制度
の補償金支給について「私は公的でやるべきだと思
っている」と述べた。
　産科の無過失補償制度が民間損害保険を活用して
補償金を支給していることに関して、足立政務官は
「入り口（制度への加入）は公的でやっておきながら、
出口（補償金支給）は民間の任意保険になっている。
これはあり得ない形態だ」と指摘。「ここ１－２年の
重要な課題として前向きに検討していく」とした。
（２/２４MEDIFAXより）

直接支払い「４月完全実施は困難」／出産一
時金で足立政務官
　厚生労働省の足立信也政務官は２月２４日の衆院厚
生労働委員会で、出産育児一時金の直接支払い制度
ついて「４月の完全実施は困難な状況にある」との
認識を示した。
　足立政務官は、直接支払い制度について「現在、
約８割（の医療機関）が導入している」としたもの
の、産科医療機関約４００施設（直接支払い制度を実施
していないか、実施件数が少ない施設）に対して厚
労省が行った調査では、１００施設以上が「資金繰りが
大変」と答えたことを明らかにした。
　その上で「（支払いまでの）２カ月というタイムラ
グを縮める努力をしなければならない。レセプトの
電子化とも密接に絡んでくる問題。支払い回数を増
やせば短くなるかもしれない。そういうことを検討
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している」と述べた。（２/２５MEDIFAXより）

異状死死因究明モデル事業を実施へ／１０年度
から厚労省
　厚生労働省は２０１０年度から行政解剖の体制づくり
を支援する「異状死死因究明モデル事業」を新たに
実施する。２月２６日の全国医政関係主管課長会議で、
実施要綱と交付要綱の案を説明した。
　厚労省によると、監察医制度が適用されている東
京２３区、大阪市など以外では、異状死の死因究明の
ための解剖は広く実施されているとは言えないのが
現状。このため法医学教室と連携するなど、独自の
解剖を行っている地方公共団体を財政支援する。補
助基準として、年間の解剖取り扱い件数が「おおむ
ね３０件程度」などを挙げている。１カ所の事業費の
上限は５５４万６０００円。全国１０カ所程度を想定してい
る。
●Ａｉの整備事業も実施
　同モデル事業では、死亡時画像診断（Ａi＝
Autopsy Imaging）を使用する場合の経費も含む。
厚労省は「死亡時画像診断システム整備事業」も併
せて実施する。死亡時画像診断の画像の撮影、診断、
管理、教育研修の体制整備が計画されていることが
条件。同事業で整備を行った死亡時画像診断システ
ムについては、毎年度１２月末日現在の稼働実績を報
告することも義務付ける。（３/１MEDIFAXより）

官公庁・医療施設、全面禁煙へ／厚労省・健
康局通知
　厚生労働省健康局は２月２５日付で都道府県などに
対し、受動喫煙防止対策の周知と円滑な運用を求め
る通知を発出した。すでに受動喫煙防止の措置を取
るべきとしている学校や病院、官公庁施設、社会福
祉施設などのうち、少なくとも官公庁や医療施設に
ついては全面禁煙が望ましいとした。
　通知では、医療施設の全面禁煙が望ましいとして
いるが、健康増進法の対象は屋内であり、敷地内で
あっても屋外は法律の対象ではない。しかし、厚労
省健康局は「医療施設の形態を考えれば、患者らが
足を踏み入れない場所を想定することは難しく、屋
外でも受動喫煙のリスクがある場合は、リスクを排
除してほしい」（生活習慣病対策室）としている。
（３/１MEDIFAXより）

診療の補助「法的線引き」に賛否／厚労省の
「特定看護師」案
　厚生労働省は２月１８日の「チーム医療の推進に関
する検討会」（座長＝永井良三・東京大大学院医学系
研究科教授）に、比較的侵襲性の高い医療行為を
「診療の補助」として実施を認める「特定看護師（仮
称）」を法制化すべきとの素案を示した。看護師が医
師の指示下で行う診療の補助行為には、実施の可否
が明確化されていない「グレーゾーン」の行為があ
る。「法的に明確化すれば、一般の看護師が普段やっ
ている行為ができなくなる」「患者にとっても公的な
線引きは必要」など、補助行為の「法的な線引き」
に対して、委員からは賛否両論の声が上がった。
　報告書の素案には「特定看護師（仮称）」の、具体
的な要件や行為が示された。認定・更新制を想定し
ており、認定機能を担う第三者機関の設置も提案し
た。
　行為例を挙げたのは「検査」「処置」「患者の状態
に応じた薬剤の選択・使用」の３分野。「検査」では
▽患者の重症度の評価や治療の効果判定などのため
の身体所見の把握や検査（トリアージ）▽動脈血ガ
ス測定のための採血など、侵襲性の高い検査の実施
▽エコー、胸部単純エックス線撮影、ＣＴ、ＭＲＩ
などの実施時期の判断、読影の補助など（エコーに
ついては実施を含む）▽ＩＶＲ時の造影剤の投与、
カテーテル挿入時の介助、検査中・検査後の患者の
管理など─の４項目を挙げた。
　「処置」では▽人工呼吸器装着中の患者のウイニン
グ、気管内挿管、抜管など▽創部ドレーンの抜去な
ど▽深部に及ばない創部の切開、縫合などの創傷処
置▽褥瘡の壊死組織のデブリードマンなど─の４項
目を示した。
　「患者の状態に応じた薬剤の選択・使用」では▽疼
痛、発熱、脱水、便通異常、不眠などへの対症療法
▽副作用出現時や症状改善時の薬剤変更・中止─の
２項目を提示した。
　「特定看護師（仮称）」の要件には▽看護師免許の
保有▽看護師としての一定期間以上の実務経験（例
えば５年以上）▽特定看護師（仮称）の養成を目的
とした課程として第三者機関が認定した大学院修士
課程を修了▽修士課程修了後に第三者機関による知
識・能力の確認・評価を受ける─を挙げた。
（２/１９MEDIFAXより）
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弱毒性想定の「新臨時接種」の法制化提言／
厚労省部会
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会（部会長＝加藤達夫・国立成育医療センタ
ー総長）は２月１９日、「新臨時接種（仮称）」の設置
を柱とした予防接種制度の見直しに関する第１次提
言をまとめた。今回の新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ
１Ｎ１）のように、感染力は強いが病原性はさほど
強くない感染症のまん延を予防するための措置。厚
労省は今後、予防接種法の改正案を作成し、通常国
会に提出する予定。
　接種率を高めるための公的関与については、接種
対象者への「努力義務」（予防接種を受けるよう努め
る責務）を課さないことにした。行政は国民に対し
て「勧奨」（予防接種を受けるよう勧める）する。
　副反応事故が起きた場合の健康被害救済の給付水
準は、補償額が高額の「臨時接種および１類定期接
種」と、比較的低額の「２類定期接種」の間にする
のが適当だとした。接種費用の負担については、経
済的困窮者を除き、被接種者からの実費徴収が可能
とした。
　提言にはこのほか、新型インフルエンザの発生に
よってワクチン供給量が世界的に不足した際、国が
ワクチンを買い上げやすくするため、企業のリスク
を補償する契約を結べるようにすべきという指摘も
盛り込まれた。
　ワクチン供給にかかわる国、製薬企業、卸、医療
機関の役割や責任分担の在り方については議論が積
み残しとなり、今後行う予防接種法の抜本改正論議
の中であらためて検討する。（２/２２MEDIFAXより）

運営主体は「都道府県」が大勢／高齢者医療
の改革会議
　厚生労働省の高齢者医療制度改革会議（座長＝岩
村正彦・東京大大学院教授）は２月９日、新たな高
齢者医療制度の基本骨格や運営主体について議論し
た。運営主体については、都道府県が担うべきとの
意見が大勢を占めた。
　阿部保吉委員（日本高齢・退職者団体連合事務局
長）は「市町村で運営主体をやっていけないならば、
広域化するしかない。都道府県は（医療保険運営の）
経験はないが、まったく知らないわけではない。新
制度に移行するまでの間に、市町村との人事交流な
どを進めれば対応できる」と主張。鎌田實委員（諏
訪中央病院名誉院長）も「医療は都道府県単位で努

力していく必要がある。都道府県を軸に考えるのが
一番いい」と述べた上で「保険料徴収など市町村の
協力が必要だ」とした。
　新制度の骨格については①性と５歳階級ごとの１
人当たり医療費の差や所得構成の相違による保険料
負担格差の財政調整を段階的に導入。被用者保険と
市町村国保を段階的に統合し都道府県単位で統合
（池上直己委員・慶応大医学部医療政策・管理学教室
教授の案）②６５歳以上の高齢者を対象とし「別建て」
にする。就労高齢者と家族の被用者保険加入継続を
検討（対馬忠明委員・健保連専務理事の案）③被用
者保険の退職者が被用者保険グループが共同運営す
る「退職者健康保険制度（仮称）」に加入する「突き
抜け方式」。市町村国保と高齢者医療は都道府県単位
に広域化（小島茂委員・連合総合政策局長の案）④
市町村国保を都道府県単位に広域化。若人の国保保
険料を都道府県単位でできるだけ統一（宮武剛・目
白大大学院生涯福祉研究科教授の案）─の４案を基
に議論した。今後は費用負担や医療サービスの在り
方についても議論する。
　また、改革会議の委員を務めていた全国町村会長
の山本文男容疑者が贈賄容疑で逮捕されたことにつ
いて、会議に出席した長浜博行厚生労働副大臣は新
たな委員を全国町村会から出すよう求めていること
を明らかにした。（２/１０MEDIFAXより）

「６５歳以上が全員国保」で財政試算／厚労省、
公費最大１.２兆円増
　厚生労働省は３月８日の高齢者医療制度改革会議
（座長＝岩村正彦・東京大大学院教授）で、６５歳以上
が全員、市町村国保に加入した場合の医療給付費の
財源構成の試算を示した。現行の後期高齢者医療制
度の公費負担「７５歳以上の医療給付費の約５割」を
継続した場合、公費負担は９０００億円減る一方、市町
村国保は８０００億円の負担増となる。一方、公費負担
として「６５歳以上の医療給付費の約５割」を導入し
た場合は、公費は１兆２０００億円、市町村国保は５０００
億円の負担増となる。
　各保険者への財政影響は「７５歳以上の給付費の５
割」では、協会けんぽは１０００億円の負担減となり、
健保組合は２０００億円、共済組合は１０００億円の負担増
となる。「６５歳以上の給付費の５割」では、協会けん
ぽは８０００億円、健保組合は７０００億円、共済組合は２０００
億円の負担減となる。
　前回の会議で宮武剛委員（目白大大学院教授）が
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試算を依頼していた。宮武委員は「本来は都道府県
単位で国保を統合することが自身の主張だが、現行
の市町村国保に６５歳以上の高齢者が加入した場合で
も財政影響は同程度だろう」と述べた。その上で、
公費負担を「６５歳以上の給付費の５割」とした場合
は「被用者保険にとってはありがたいが、公費は大
きく増える。現政権が消費税を上げて賄うならとも
かく、難しいだろう」と指摘。「７５歳以上の給付費の
５割」のままなら「被用者保険にとっても大きな負
担増はなく、公費の負担が減った分は負担が増える
国保の支援に充てられる」と主張した。
　厚労省は今後、被用者保険の６５歳以上加入者が▽
被保険者と被扶養者とも被用者保険に加入した場合
▽被保険者は被用者保険、被扶養者が市町村国保に
加入した場合─などについても試算する考えを示し
た。
●都道府県単位で国保統合の可能性は？
　宮武委員の主張に対し、全年齢リスク構造調整に
よる制度を主張する池上直己委員（慶応大教授）は
「市町村国保の都道府県単位での統合には賛成だが、
時間がかかり、現行制度の受け皿とはなり得ない」
と指摘。都道府県単位でリスク構造調整をした上で、
協会けんぽと現行の後期高齢者医療制度の統合をま
ずは進めるべきだと主張した。
　これに対し宮武委員は「市町村国保の統合は難し
いが、やらなければ国保が倒れる。現政権も医療は
都道府県単位で進めようとしており、県単位で国保
を統合する動きも出てきている」と主張。リスク構
造調整よりも可能性が高いとの見解を示した。
（３/９MEDIFAXより） ※関連資料は２０ページ～

地域貢献加算「２４時間対応」必要／厚労省
　厚生労働省は３月５日、地方厚生局の医療事務担
当者らを対象にした２０１０年度診療報酬改定説明会
で、再診料の「地域医療貢献加算」（診療所のみ算定
可、３点）を算定できるのは「２４時間、電話などに
対応できる体制を整えている診療所」と説明した。
同日付の告示や関係通知では「２４時間の対応が必要」
とは明記されていなかった。しかし、厚労省保険局
医療課の佐々木健課長補佐は説明会で「標榜時間外
に対応できる体制を整えていることが算定要件。標
榜時間内も含めると２４時間ということだと明確にし
ておきたい」と述べた。
　「３６５日２４時間、携帯電話などで対応するのか」と
の質問に対し、佐々木補佐は「速やかに対応する体

制があれば、必ずしも携帯電話である必要はない。
例えば電話を転送するなどの対応でも可能」と説明。
具体的なケースへの対応については「今後、疑義解
釈などで明らかにしていきたい」と述べた。
●明細書、加算の届け出にかかわらず発行義務
　医療機関での明細書無料発行に関しては、実費徴
収ができたり、患者の求めがあった場合のみ発行す
ればよい「正当な理由」として挙げた▽明細書発行
機能が付与されていないレセプトコンピューターを
使用▽自動入金機の改修が必要─について、尾崎守
正課長補佐は「例示ではなくこれ以外の場合は認め
られない」と説明。ただ、明細書の発行が病名告知
となる場合や、患者が不要とした場合については「個
別の場合として発行しなくてもよい」とした。
　公費負担医療などで窓口負担がない患者に対して
は「領収書が交付されないので、必ずしも明細書を
発行しなくても差し支えない」とした。
　また、明細書を無料発行している診療所で、再診
料に加算できる「明細書発行体制等加算」（１点）を
届け出ていなくても「発行の義務はある」と説明し
た。
●急性期看護補助加算、看護補助者は看護職員もＯＫ
　新設された「急性期看護補助体制加算」について
は、看護補助者に看護職員を充てた場合でも算定可
能とした。算定要件となっている「年間緊急入院患
者数２００人以上」の「年間」については「直近の１２カ
月と考えている」とした。
　ＤＰＣの新機能評価係数のうち、８月から導入さ
れる「地域医療指数」に関しては、４月１日時点の
情報の報告を求める。４－７月は調整係数に反映さ
せた上で、８月以降に同指数を機能評価係数に反映
させた調整係数に変更する。（３/８MEDIFAXより）

協会けんぽの保険料率、大臣認可／４月から
平均９.３４％
　全国健康保険協会は２月１２日、２０１０年３月分の保
険料額（４月納付）から適用となる全国平均９.３４％
の保険料率について、同日付で厚生労働大臣の認可
を受けたと発表した。現行の全国平均８.２％から「大
幅に上がる」と説明。今後、保険料率の上昇をでき
るだけ抑えるよう、抜本的な対策について国などに
積極的に働き掛けるとした。４０－６４歳までの加入者
に対する介護保険料も、現行の１.１９％から１.５０％へ上
がる。（２/１６MEDIFAXより）
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救急救命士の職能団体が発足／「教育システ
ムの構築求める」
　消防機関以外で活動する救急救命士を対象とした
一般社団法人日本救急救命士協会が設立された。５
月にも初の総会を開き、本格的な活動を始める。同
会の鈴木哲司会長（帝京平成大健康メディカル学部
講師）と大松健太郎理事（東京女子医科大東医療セ
ンター救急医療科）は取材に応じ、「職域の拡大や教
育システムの整備を求めていきたい」と目標を語っ
た。
　厚生労働省によると、救急救命士の免許登録者は
２００９年１２月３１日現在で３万７５６７人。総務省消防庁に
よると、救急救命士の免許を持つ消防職員は０９年４
月現在で２万３３８６人。鈴木会長によると、ほかの登
録者は医療機関や民間救急事業者、レース場などで
活動しているが、実態がつかめていないという。
（３/３MEDIFAXより）

「市場原理主義」回帰に懸念／日医の中川常
任理事
　政府の行政刷新会議が、規制改革会議の後継とし
て設置する規制・制度改革分科会について、日本医
師会は３月３日の会見で「市場原理主義を重視する
規制改革の悪い流れを引き継ごうとしていることに
驚きを禁じ得ない」とする見解を示した。
　日医の中川俊男常任理事は会見で、２００９年１２月に
規制改革会議が決定した混合診療の在り方の見直し
など、医療分野の「重要取組課題」に関する資料が、
分科会の設置を決めた行政刷新会議で参考資料とし
て提出されたものの、意見のないまま分科会設置が
決まったことなどについて懸念を表明。「混合診療の
解禁や診療看護師資格の新設などは、民主党のマニ
フェストには一切ない」とし、「新たな分科会のお墨
付きを得て、各課題を強行突破しようとする意図も
感じられる」と述べ、現政権に対し「公約とも照ら
し合わせ、政治主導で国民のための改革を実現され
るよう要望する」とした。（３/４MEDIFAXより）

特定看護師「日医のすべて懸け反対」／日
医・羽生田常任理事
　日本医師会の羽生田俊常任理事は２月２４日の日医
の定例会見で、厚生労働省の「チーム医療の推進に
関する検討会」で示された「特定看護師（仮称）」に
ついて、現行法の中で対応することが可能とあらた
めて主張した。その上で「日医のすべてを懸けて反

対する」と強い決意を示した。厚労省は３月１９日の
次回会合で報告書をまとめることにしているが、羽
生田常任理事は「特定看護師が、最終的な報告とし
て出されるならば委員を辞任する」と述べた。
（２/２５MEDIFAXより）

日医も医学部新設に反対を表明／医師数は
１.１－１.２倍が妥当
　日本医師会は２月２４日の定例会見で、医学部新設
について反対するとの見解を発表した。医師数は日
医がまとめた「グランドデザイン２００９－国民の幸せ
を支える医療であるために－」に基づき、中長期的
に１.１－１.２倍にすることが妥当との考えを示した。
　新設の問題点として▽医療現場から医師を引き揚
げざるを得ず、地域医療崩壊を加速する▽教員が分
散し、医学教育の水準を低下させ、医療の質の低下
を招く▽人口減少など社会の変化に対応した医師養
成数の柔軟な見直しが行いにくくなる─などを挙げ
た。
　１.１－１.２倍とするための前提条件としては①財源
の確保②医学部教育から臨床研修制度までの一貫し
た教育制度の確立③医師養成数の継続的な見直し─
の３項目を挙げた。（２/２５MEDIFAXより）

レセ電子化の諸問題「議論継続を」／日医ＩＴ
委が答申
　日本医師会は２月２４日の会見で、会内の「医療Ｉ
Ｔ委員会」がまとめた答申を公表した。レセプトオ
ンライン請求義務化を事実上撤回した厚生労働省の
省令改正について「委員会の主張がほぼ採用されて
いる。大いに評価できる」とした上で、電子化によ
って集積されるレセプトデータの扱いなどに問題点
が残るとし「レセプトの電子化に伴う諸問題につい
ての議論を継続し、解決に向けて今後も強く訴えて
いくべき」としている。
　答申では、行政刷新会議の事業仕分けで「集積し
たレセプト情報から疾患別分析を行えば、国民の正
確な医学的ナショナルデータベースが構築される」
と厚労省が回答していることを取り上げ、「レセプト
はあくまでも保険ルールに従った診療報酬の請求書
にすぎない」とし、レセプトから純医学的分析に資
する有用なデータが得られるかどうかは「疑問」と
指摘した。さらに、国以外の組織でレセプト情報を
活用するナショナルデータベース化構想が進んでい
るとし「利用ルールについて日医は毅然とした態度
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をとるべき」とした。
　このほか、保険証の即時資格確認について「強制
的なものでなく、現場の医療機関に極力、負担のか
からない方法での実現を目指すべき」とした。
　国保総括表と地方単独公費請求書についても触れ
「レセプト請求をオンラインや電子媒体で行ったと
しても、これらが残っている限り、請求事務の省力
化というメリットを享受できない」と指摘し、「国の
トップに問題を認識させ、強力に号令を出させる必
要がある」とした。（２/２５MEDIFAXより）

政策形成への積極的関与を／日医の医療政策
会議が報告書
　日本医師会は２月２４日の会見で、会内の「医療政
策会議」の２００８・０９年度報告書を公表した。新政権
下での日医の政策形成への参画について、専門家集
団としての積極的な関与を訴えている。
　報告書は①政治環境の変化（山口二郎委員・北海
道大大学院教授）②経済成長と医療財政（神野直彦
委員・地方財政審議会長）③イノベーションと医療
（権丈善一委員・慶応大教授）④自律的な専門職集団
としての医師のあり方（桐野髙明委員・国立国際医
療センター総長）─の４章から成る。
　このうち「政治環境の変化」では、０９年の政権交
代で与党となった民主党による社会保障費の確保に
ついて「無駄を省くことによって生まれる財源とは
桁が違う。無駄の削減はあくまで政府に対する国民
の信頼を回復するための作業で、将来の負担増に対
する国民的な合意を得るための予備作業」と指摘。
１期目の４年間は消費税を増税しないとしたことに
ついても触れ「今後、持続可能な社会保障システム
のために、負担の在り方について国民と率直に対話
する必要がある」とした。
　また、「日医も医療の専門家集団として、政策形成
への新しい参加の在り方を考え出す必要がある」と
指摘。「医療に対する国民的な危機感を背景に、医療
政策の重要な柱を担うことを今後も続けていくべ
き」とした。（２/２５MEDIFAXより）

 

介護療養「調査を踏まえ猶予の検討も」／厚
労省
　厚生労働省老健局老人保健課の宇都宮啓課長は、
３月５日の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長
会議で、２０１１年度末での廃止が決まっている介護療
養病床について、入院患者の状態像や施設の転換意
向などを十分に調査した上で、廃止時期の延長を検
討する可能性もあるとの厚労省の考え方を説明し
た。
　介護療養病床に限らず、医療療養病床の入院患者
や、介護老人保健施設の入居者の状態を調査する必
要性にも言及し「そういったものを踏まえて、場合
によっては猶予ということも含めて検討したいと、
大臣は答えている」と説明した。
　会議に出席した自治体の担当者からは、介護療養
病床について「何らかの形で存続、ということまで
はないと理解してよろしいか」との質問があった。
これに対し、厚労省の担当官は「現在、介護療養病
床については調査をかけている段階で、その調査結
果を踏まえた上で検討するということになってい
る」と答えた。（３/８MEDIFAXより）

職務内容に応じた賃金体系を／厚労省がキャ
リアパス要件
　厚生労働省は、２０１０年度以降に「介護職員処遇改
善交付金」の交付要件に追加する「キャリアパス要
件」の内容を決めた。介護職員の職位や職務内容に
応じた賃金体系を定めていることなどを要件とす
る。ただ、これらの要件を満たすことが難しい事業
所に対しては、例外的に介護職員の資質向上に取り
組んでいることなどを要件とする。１０年１０月サービ
ス提供分から適用となるため、事業所は１０年９月末
までに届け出を行う必要がある。
（３/８MEDIFAXより）

介護従事者の賃金、さらに１万６０００円上げ／
長妻厚労相
　介護従事者の賃金を月額４万円引き上げるとした
民主党のマニフェストについて、長妻昭厚生労働相
は２月２３日の衆院予算委員会で「前政権下で行われ
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た介護報酬の３％増と処遇改善交付金を含め、トー
タルで４万円引き上げたい」と述べた。
　２００９年度介護報酬改定後に厚生労働省が行った調
査では、改定前に比べて賃金は月額約９０００円増加。
処遇改善交付金では月額１万５０００円引き上げるとし
ており、政権の任期である４年間で、差し引き１万
６０００円程度をさらに上乗せする方針を示したもの
だ。
　長妻厚労相は、介護従事者の処遇改善について
「（１２年度の）介護報酬と診療報酬の同時改定に向け
て、省内でも鋭意検討している」とし、「少なくとも
４万円は達成したいが、それでもまだ不十分と思う
ので、引き続き取り組んでいきたい」と述べた。
（２/２４MEDIFAXより）

特養・老健は２５年までに倍増／公明が新介護
ビジョン
　公明党は２月２４日、団塊の世代が７５歳以上になる
２０２５年の介護サービス基盤の整備目標などを示した
「新・介護公明ビジョン」をまとめ、鳩山由紀夫首相
に提出した。「安心して老後を暮らせる社会へ１２の提
案」と題して、介護サービス基盤の拡充に向けた１２
項目の施策を盛り込んだ。２５年までに介護施設への
入所待機者を解消するため、特別養護老人ホームや
介護老人保健施設などを倍増することを提案。特定
施設やグループホームに関しては３倍にする必要性
を指摘した。（２/２５MEDIFAXより）

特定高齢者「別の呼び方に変える」／長妻厚
労相が表明
　要支援・要介護になる恐れがある「特定高齢者」
の呼称について、長妻昭厚労相は２月２５日の衆院予
算委員会分科会で「呼び方は良くないので、今後、
別の呼び方に変えていきたい」と述べ、名称を変え
ることを表明した。
　２００６年度から始まった介護予防事業で、国は対象
者となるお年寄りを「特定高齢者」と呼んでいる。
（２/２６MEDIFAXより）

「緊急保証制度」の対象に介護事業所も
　厚生労働省老健局は２月１５日付で事務連絡を発出
し、介護事業所が対象に加わった「景気対応緊急保
証制度」が、同日から開始したことを周知するよう
自治体などに依頼した。
　介護事業所は、市町村の認定を受けた場合、信用

保証協会の保証によって融資を受けることが可能に
なる。同制度は、２０１０年度末まで継続する予定。
（２/１７MEDIFAXより）

ケア付き住宅、公的住宅の改築で促進／前原
国交相
　前原誠司国土交通相は２月８日の衆院予算委員会
で、老朽化した公的住宅を改築し、介護が必要な高
齢者向けの「ケア付き住宅」の整備を促進する考え
を示した。
　前原国交相は「介護施設は国民１人当たりにする
とほかの国と比べて遜色ないが、住宅は極めて少な
い」と指摘。「法律（改正高齢者居住安定確保法）に
基づく支援を行うと同時に、都市再生機構の住宅や
公営住宅の老朽化が進んでいるところもあり、これ
をケア付き、病院のサービス付きという形でうまく
改築することで、（整備促進に）努めたい」と述べ
た。（２/９MEDIFAXより）

退所者は負担軽減の対象外／改正案で老健局・
古川課長
　自民党の厚生労働部会（加藤勝信部会長）は２月
１０日、今国会で審議を予定している介護保険施行改
正法案など３法案について、厚生労働省から説明を
受けた。介護保険法施行前から特別養護老人ホーム
に入所している人に対し、負担軽減措置を延長する
介護保険施行改正法案に関して、加藤部会長は「施
設から退所したときは（負担軽減の）対象から外れ
るのか」と質問。厚労省老健局の古川夏樹介護保険
計画課長は「退所すれば経過措置は適用にはならな
い」と述べ、いったん施設を退所して再入所する場
合は負担軽減の対象者にはならないとした。
　２０１０年３月で実施期限を迎える負担軽減措置につ
いて、介護保険施行改正法案では「当分の間」延長
すると規定している。厚労省によると、経過措置の
終了で負担増となる対象者は、０９年６月末時点で約
２万人いるという。（２/１２MEDIFAXより）

 

立入検査後の行政処分４９件／０８年度
　医療法に基づく２００８年度の医療機関の立入検査後
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の行政処分が４９件だったことが、３月２日に政府が
閣議決定した答弁書で明らかになった。
　答弁書によると、施設の改築や修繕など使用制限
に関する処分が４８件、管理者の変更に関する処分が
１件。同年度の立入検査実施件数は２万５６４４件で、
病院の違反件数は１万４５６６件だった。
（３/３MEDIFAXより）

レセ電子化補助金、７９５０件に交付／支払基金
　社会保険診療報酬支払基金は、電子レセプト作成
に必要なレセプトコンピューターの購入費用などの
助成に充てる「医療施設等設備整備費補助金」とし
て、２月１９日に７９５０件への交付を決定したと発表し
た。交付額は２８億８３３９万１０００円。交付対象の内訳は、
病院２３１件（１億９８８５万７０００円）、医科診療所５８２２件
（１８億４５９５万円）、歯科診療所１１１９件（４億７３９９万２０００
円）、調剤薬局７７８件（３億６４５９万２０００円）。
　支払基金によると交付決定分も含め、２月１６日現
在で計１万６３９４件、交付予定額（１９６億円）の約３割
に当たる５８億５７６１万５０００円分の申請があったとい
う。（２/２３MEDIFAXより）

医師派遣の実施は約３割／全自病、３００床以上
病院に調査
　全国自治体病院協議会が会員病院を対象に実施し
たアンケートによると、２００床未満の中小病院へ医師
を派遣している３００床以上の大病院は約３割だった
ことが分かった。佐々木崇常務理事が２月２５日、記
者会見で報告した。佐々木常務理事は医師派遣の実
施状況について「必ずしも多くの病院ではない」と
し「医師不足でできないとの回答を寄せる病院もあ
った」と述べた。
　全自病は調査結果や、厚労省の「へき地保健医療
対策検討会」（座長＝梶井英治・自治医科大教授）」
が３月取りまとめる報告書の内容などを踏まえ、「第
１１次へき地保健医療計画」の策定に対する要望をま
とめる予定としている。
　大病院を対象に中小病院との連携の方法を複数回
答で聞いたところ、「地域の中小病院の紹介患者の受
け入れ」が８９.９％で最も多く、「高額医療機器の共同
利用」が４２.６％、「医師派遣」が３４.９％だった。「看護
師派遣」は３.０％で最も少なかった。全自病に加入し
ている３００床以上の３２９病院を対象に２００９年１２月に実
施し、１６９病院（回収率５１.４％）から回答を得た。
　また、中小病院を対象に実施したアンケートで、

病院経営上の現在の一番の悩みを複数回答で聞いた
ところ「医師確保」が８１.０％で最も多く、次いで「経
営問題」の３４.４％、「看護師確保」の３３.１％だった。
　全自病に加入している２００床未満の５０６病院を対象
に、０９年１２月に実施し、１６３病院（回収率３２.２％）か
ら回答を得た。（２/２６MEDIFAXより）

２次医療圏の従事医師数格差１６.４倍／日医総
研ＷＰ
　日医総研はこのほど、「２次医療圏別に見た医師不
足と医師偏在（２００８年版）」と題したワーキングぺー
パー（ＷＰ）をまとめた。
　それによると、２００６年から０８年にかけて人口１０００
人当たり医療施設従事医師数が増加した２次医療圏
は２４３医療圏で全体の６９.８％に上った。うち医師数そ
のものが増加した２次医療圏は６０.１％、医師数に変
化はなく人口が減少した医療圏は２.９％だった。医師
数が減少し、それ以上に人口が減少したことで、人
口１０００人当たり医療施設従事医師数が増加した２次
医療圏は６.９％だった。
　人口１０００人当たり医療施設従事医師数について、
２次医療圏の格差を見ると、０６年の １６.０倍が０８年に
は１６.４倍に拡大した。無医町村も０６年の２３町村から
０８年には２６町村まで増えている。
　診療科別では、１病院で大きな増減があったこと
が推察できるケースが多く見られた。要因を見ると、
医師の引き揚げや診療科の休止だけでなく、診療報
酬の不正請求と関連するケースもあった。経営形態
の変更などが医師減少のきっかけとなるケースもあ
った。
　ＷＰは、こうした病院固有の事情を国レベルで把
握することは困難であり、地域事情に目が届く都道
府県に財政的余裕を持たせることが、医師の偏在を
解消する上で必要になると指摘している。
（２/２２MEDIFAXより）

３６分以降の搬送、１カ月生存率ゼロ／心肺停
止患者
　総務省消防庁は２月１６日の救急業務高度化推進検
討会メディカルコントロール作業部会で、傷病者の
搬送と受け入れに関する全国調査の速報を報告し
た。心肺機能停止の患者に接触後３６分以降の搬送で
は、１カ月後生存率と１カ月後社会復帰率がともに
ゼロ％となった。今後、検討会などで現場での処置
の在り方について議論する。
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　救急隊が患者に接触してから現場出発時間までの
時間別に、生存率・社会復帰率を見ると、３６分以降
の搬送（１９件）で生存率・社会復帰率がともにゼロ
％となった。２分から１６分の間では生存率が７－
１７％、社会復帰率が２－４％の間で推移した。また、
１６分以降で低下した生存率が２６分経過で５％、２８分
経過で１０％、３０分経過で９％となり、２６分以降で一
時的に向上する結果となった。消防庁救急企画室の
溝口達弘救急専門官は 「２６分以降に生存率が上がる
のは、何らかの処置が行われた場合と考えられる。
ただ、あまりに時間がかかりすぎると予後が悪くな
ると思われる」と説明した。
　傷病者への救急救命処置などを家族らが望まなか
った事案は全国平均で２.６％、死後硬直または死斑疑
いがあった事案は４.９％あった。
　調査は２００９年１２月１－３１日の期間に、全国の消防
機関で救急搬送された心肺機能停止傷病者について
報告を求めた。今回は、速報として１２月１－１４日搬
送分（５０２０件）の結果を示した。
（２/１７MEDIFAXより）

医療制度の決定過程「不満」８割超／医療政
策機構
　日本医療政策機構が２月８日に発表した「日本の
医療に関する２０１０年世論調査」の結果によると、回
答者の８割以上が、医療制度の決定過程に不満を感
じていることが分かった。医療現場のサービスなど
に対する満足度は上がった一方、医療制度の決定過
程への不満は増加していると同機構は見ている。
　１０年１月に、全国の２０歳以上の男女１６５０人を対象
に実施し、１０２４人（回答率６２％）から回答を得た。
　「制度決定への市民参加の度合い（制度に国民の声
が反映されているか）」について満足度を聞いたとこ
ろ、８４％が「やや不満」か「大いに不満」と答えた。
０６年の調査と比べて８ポイント増えた。「大いに満
足」か「まあ満足」と答えた人は、全体の１５％だっ
た。「医療制度の分かりやすさ（制度が複雑すぎない
か）」では８１％が、「制度決定プロセスの公正さ」で
は８０％が、「大いに不満」か「やや不満」と回答し
た。
　一方、「診断・治療などの技術の質」に対する満足
度調査では「まあ満足」が６１％で最も多く、「大いに
満足」も５％あった。「医療の安全性（医療事故の防
止）」では「まあ満足」が５６％、「大いに満足」が４％
などだった。（２/９MEDIFAXより）

直接支払いで「未収金減少」１割のみ／医会、
出産一時金で調査
　出産育児一時金の医療機関への直接支払い制度の
導入で、未収金が減った診療所はわずか１割にすぎ
ないことが、日本産婦人科医会が行ったアンケート
調査で分かった。医会は２月１０日の定例会見で調査
結果を発表する。厚生労働省は制度の導入が未収金
対策にもつながると説明してきたが、医療現場から
は「借金など負担だけが増えた」との指摘も上がっ
ている。
　直接支払い制度が２００９年１０月から一部の医療機関
で導入されたことを受け、医会は実態調査を行った。
０９年１２月に分娩を扱う会員２８０６施設を対象にアンケ
ートを行い、６２.９％の１７６４施設（病院６６０、診療所
１０９５、記載なし９）から回答を得た。
　分娩費の未収金について制度導入で「減少した」
と回答した診療所は１２％。「変わらない」は５２％と過
半数を占めた。病院でも「変わらない」が４４％を占
め、「減少した」は２９％だった。
　医会の会員で日本のお産を守る会の石井廣重事務
局長は２月９日、取材に対し「未払い問題は主に公
立病院の事務職員の怠慢であり、一般医療機関では
未払いはほとんどない」と述べ、制度導入の理由に
未収金問題の減少は当てはまらないとした。
　また、制度の実施で借り入れが必要になるなど経
営に影響が出ていると回答した医療機関は全体の３
割に上った。分娩から一時金の支払いまで、２カ月
程度かかるため、分娩費用の一時的な「肩代わり」
を余儀なくされることが影響している。
　石井事務局長は「月に４０件のお産をしている産科
医院なら、２カ月間で３２００万円の収入が途絶える。
借金をすれば利子を払わなくてはいけない。多くの
中小施設は金銭的にも人材にも余裕がない」と窮状
を訴えた。
　一方、すでに制度を導入した施設は全体の８５％に
上った。都道府県別では１００％実施は１３カ所だった。
　猶予期間は３月末で終了し、４月からは直接支払
いが本格実施される。厚労省は、医療機関に負担を
かけないよう、制度の改善策を検討している。医会
は、会員施設の経営に支障が出ないよう、厚労省に
制度の改善を求めていく方針だ。
（２/１０MEDIFAXより）

０９年はＨＩＶ感染者が減少／厚労省調査
　厚生労働省は２月１２日のエイズ動向委員会に、
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２００８年１２月２９日から０９年１２月２７日までの約１年間の
新規ＨＩＶ感染者報告数は１００８件で、前年から１０５件
減少したと報告した。新規ＡＩＤＳ患者報告数は４２０
件で前年から１２件減少した。厚労省は「検査件数の
減少に伴い、新規ＨＩＶ感染者は前年と比較して減
少した」としている。
　自治体が実施するＨＩＶ抗体検査件数は１５万２５２
件で、前年から２万６９０４件減少。検査件数が減少し
た理由について、厚労省は「インフルエンザの影響
を受けた可能性はあるが、国民のＨＩＶに対する関
心が薄れてきていることが懸念される」としている。
●０９年第４四半期、検査数微増
　厚労省は、０９年第４四半期（０９年９月２８日－１２月
２７日）に自治体などが実施したＨＩＶ抗体検査件数
は３万４４９１件で、前回から１５９３件増加したと報告し
た。厚労省は「１２月１日の世界エイズデーに伴い多
くの自治体で普及啓発イベントや臨時検査が行われ
たにもかかわらず、検査件数に大きな増加は見られ
なかった」としている。新規ＨＩＶ感染者報告数は
２４４件で前回から５人、ＡＩＤＳ患者報告数は８４件で
前回から１２人、それぞれ減少した。
（２/１５MEDIFAXより）

常勤保健師、約８４％が市区町村所属／厚労省、
自治体を調査
　厚生労働省は２月２５日、２００９年度保健師活動領域
調査の結果を発表した。地方自治体の常勤保健師は
合計３万１６９９人で、うち都道府県の常勤保健師は
５０５８人（１６.０％）、保健所設置市が６４４２人（２０.３％）、
特別区が１１４８人（３.６％）、市町村が１万９０５１人
（６０.１％）で、市区町村で約８４％を占めた。
　また、常勤保健師数を所属別に見ると、都道府県
と保健所設置市では保健所の保健福祉部門に最も多
いが、特別区や市町村では市町村保健センターが多
かった。
　調査は、保健師の活動領域の拡大を踏まえ、保健
師の活動の実態を的確に把握し、今後の施策の基礎
データとすることを目的に０９年度から実施してい
る。（２/２６MEDIFAXより）

介護従事者の給与、改定後に約８９００円増／厚
労省調査
　厚生労働省は３月３日の社会保障審議会・介護給
付費分科会調査実施委員会に「２００９年度介護従事者
処遇状況等調査」の集計結果を報告した。０９年度介

護報酬改定の前後で、介護従事者の給与は月額約
８９００円増加していた。調査結果は介護給付費分科会
に報告する。
　０８年９月と０９年９月の両方の時期に、事業所や施
設に在籍していた介護従事者について、０９年度介護
報酬改定前後で給与がどのように変化したかなどを
調べた。７１４１事業所を対象に０９年１０月に実施し、５９１９
事業所（回収率８２.９％）から回答を得た。
　０９年９月の介護従事者の平均給与額は２２万９９３０円
で、０８年９月から８９３０円増えた。職種別に見ると、
看護職員の平均給与額は３０万６７３０円（平均年齢４７.６
歳）で、０８年９月から８５３０円増加。介護職員は１９万
７９６０円（平均年齢４４.１歳）で、０８年９月から８７９０円、
介護支援専門員は３１万４６５０円（平均年齢４７.１歳）で、
０８年９月から９３４０円、それぞれ増えた。
　厚労省が前回の委員会に報告した暫定的な集計結
果では、０９年９月の介護従事者の平均給与額は、０８
年９月から９０５８円増の２３万１３６６円だった。
●介護従事者の給与引き上げ、８割の事業所で実施
の見込み

　０９年度介護報酬改定後、介護従事者の給与につい
て何らかの引き上げを実施した施設・事業所は
６８.９％で、引き上げる予定のある事業所と合わせる
と８１.６％だった。
　介護従事者の給与の引き上げ状況を複数回答で聞
いたところ、「定期昇給を実施」が ４２.７％で最も多か
った。次いで「０９年度介護報酬改定を踏まえて引き
上げた」２３.８％、「介護報酬改定にかかわらず引き上
げた」２０.５％などだった。一方、「給与などの引き上
げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし」も
１３.３％あった。
●「経営概況調査」「処遇状況調査」の調査票案を了承
　厚労省はこの日の委員会に、７月に同時に実施す
る「介護事業経営概況調査」と「介護従事者処遇状
況等調査」の調査票案を示し、おおむね了承された。
介護給付費分科会に報告する。既存情報の活用によ
って調査項目の削減などを行い、回収率の向上を図
るとしている。（３/４MEDIFAXより）

介護療養の事業活動収入、改定後に０.１％増
　厚生労働省が３月３日の社会保障審議会・介護給
付費分科会調査実施委員会に報告した 「２００９年度介
護従事者処遇状況等調査結果」によると、介護療養
型医療施設の０９年９月の事業活動収入（介護保険事
業以外の収入も含む）は１施設当たり平均５８１２万円
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で、０８年９月から０.１％増加していたことが分かっ
た。ただ事業活動収入のうち、介護収入は０８年９月
から４.３％減少し１９２６万９０００円だった。
　給与総額は２８１７万８０００円で０８年９月から０.４％増
加。給与総額は事業活動収入の４８.５％を占めており、
０８年９月から０.１ポイント増加した。
　介護老人保健施設の事業活動収入は３６０２万２０００円
で、０８年９月から４.５％増えた。給与総額は１７０６万
９０００円で０８年９月から２.３％増加したが、事業活動収
入のうち、給与総額の割合は４７.４％で、１ポイント
減少した。
　介護老人福祉施設の事業活動収入は２４４４万円で、
０８年９月から３.５％増加。給与総額は１２２３万４０００円で
２.３％減少しており、事業活動収入に占める給与総額
の割合も、２.９ポイント減の５０.１％だった。
（３/４MEDIFAXより）

介護療養、毎年３００施設以上の減／０８年介護
施設・事業所調査
　全国の介護療養型医療施設は２００８年１０月１日時点
で２２５２施設で、０７年１０月１日時点から３５６施設減少し
ていたことが、厚生労働省が２月２５日に発表した「０８
年介護サービス施設・事業所調査結果」で分かった。
介護療養は０５年以降、毎年３００施設以上の減少傾向が
続いている。
　介護基盤の整備に関する基礎資料を得ることなど
を目的に、全国の介護保険施設や居宅サービス事業
者などを対象に、０８年１０月１日時点の状況について
調べた。
　介護療養の在所者数は９万２７０８人で、０７年調査か
ら１万４５人減少。定員は９万９３０９人で、０７年調査か
ら１万１４２１人減少した。一方、病床利用率は９３.４％
で０７年調査から ０.６ポイント増加。施設数の減少傾向
が続く一方、病床利用率は０６年調査（９２.７％）以降、
わずかな増加が続いている。
　介護療養の在所者を要介護度別に見ると、「要介護
５」５６.５％、「要介護４」２６.３％、「要介護３」１１.７％
で、「要介護１－２」は５.１％だった。厚生労働省大
臣官房統計情報部は「介護保険施設の入所者の要介
護度が重度化してきている」としている。
●老健・特養は増加
　一方、介護老人保健施設は３５００施設で、０７調査か
ら６５施設増加。在所者は２９万１９３１人で０７年調査から
６６６６人増えた。介護老人福祉施設は６０１５施設で、前
年から１２３施設増加しており、在所者は４１万６０５２人と

０７年調査から１万９５９人増えた。介護老人保健施設の
利用率は９１.５％、介護老人福祉施設の利用率は９８.４％
だった。
●訪問看護ステーションも微増
　訪問看護ステーションは０７年から２７事業所増え
５４３４事業所だった。利用者は２８万１９１７人で、０７年調
査から７８３８人増えた。通所リハビリテーションを行
う介護老人保健施設は ３４３８施設で、０７年調査から
１２４施設増加した一方、通所リハビリを行う医療施設
は２９８８施設で、０７年調査から７８施設減少した。
　訪問介護事業所は２万８８５事業所で、０７年調査から
１８４事業所減少。利用者は７１万６３４５人で、０７年調査か
ら２万２４４８人減少した。居宅介護支援事業所は２万
８１２１事業所で、０７年調査から１２７事業所減少したが、
利用者は６万１５４５人増え１７０万４９９６人だった。
（２/２６MEDIFAXより）

有老ホーム在所者、増加傾向続く／厚労省調査
　厚生労働省が２月９日に公表した２００８年の「社会
福祉施設等調査」の結果によると、１０月１日時点で
有料老人ホームに在所していた人は１４万７９８人で、０７
年調査から２万６２２５人増えていたことが分かった。
施設数は３４００施設で、０７年から７２９施設増加した。定
員は１７万６９３５人で、０７年から２万８９５４人増加した。
有料老人ホームは在所者数、施設数のどちらも、介
護保険制度が始まった２０００年以前から増加傾向が続
いている。
　軽費老人ホームの在所者数は８万３０９８人で、０７年
から１８８０人増加した。施設数は２０９５施設で３６施設、
定員は８万８０５９人で１６９２人、０７年からそれぞれ増え
た。
●養護老人ホームでは在所者減少
　一方、養護老人ホームの在所者数は０５年以降、減
少が続いている。０８年は６万２０７５人で、前年から３３１
人減少した。施設数は９６４施設で０７年から６施設増え
たが、定員は６万６２３９人で１３６人減った。
　調査は、８６種類の社会福祉施設や１５種類の障害福
祉サービス等事業所などを対象に、毎年１０月１日時
点の施設数などを調べている。
（２/１０MEDIFAXより）
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ＨＰＶワクチン公費助成へ署名活動／医学界
と患者代表
　ＨＰＶワクチン接種時の個人費用負担を軽減し、
接種率を高めようと、医学界関係者や患者代表らが
３月２日、「子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成
推進実行委員会」（発起人共同代表＝土屋了介・国立
がんセンター中央病院長、女優・仁科亜季子氏）を
立ち上げた。ワクチン接種時の公費助成を求める署
名活動を展開し、５月末までに集めた署名を厚生労
働相あてに提出するなど、２０１１年度予算に盛り込む
よう求めていく。
　会見した土屋氏は署名活動について「国民ががん
予防ワクチンを望んでいるということを、政府に数
字で示すことが重要だ」と述べ、今後３カ月間で数
十万人規模の署名を集めたいとの考えを示した。一
部の自治体でワクチン費用を助成する動きが出始め
ていることについては「住んでいる地域ごとにワク
チン接種できたり、できなかったりすると不公平感
につながる」とし、任意接種を前提としつつ、国が
一律に接種費用を助成するのが望ましいとした。
　自治医科大付属さいたま医療センター産婦人科教
授の今野良氏は「すでに世界では、子宮頸がんは予
防する病気になっている。このままでは国内の接種
率が高まらず、将来、日本人だけ子宮頸がん発生率
が高くなる恐れがある」と危機感を募らせた。
（３/３MEDIFAXより）

与党議員とＨＰＶワクチン勉強会／民間２団
体が主催
　「子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成推進準
備委員会」（発起人代表＝土屋了介・国立がんセンタ
ー中央病院長）と「医療志民の会」は２月２３日、東
京都内で「ワクチン政策を考える勉強会」を開いた。
民主党議員１２人が出席した。

　１回目となる勉強会は、ワクチン接種と検診でほ
ぼ予防が可能な子宮頸がんとヒトパピローマウイル
ス（ＨＰＶ）ワクチンに焦点を当てた。自治医科大
産科婦人科学の鈴木光明教授が「およそ７割が予防
でき、１１－１４歳女児への接種が最も効果的。成人女
性にも有効」と述べ、子宮頸がんに対するＨＰＶワ
クチンの有効性を説明した。
　また、ＮＰＯ法人愛媛がんサポートおれんじの会
の松本陽子理事長が、子宮頸がん患者の視点からＨ
ＰＶワクチン接種の必要性を訴えた。
　「子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成推進準
備委員会」はＨＰＶワクチン予防接種の公費助成に
よる個人負担軽減を目指し、３月２日に「子宮頸が
ん予防ワクチン接種の公費助成推進実行委員会」を
設立し、公費助成を訴えていく。
　「医療志民の会」は、医師や患者などさまざまな立
場の人たちが協働し医療制度について情報発信や政
策提言するために発足した団体。
（２/２４MEDIFAXより）

レセオンライン訴訟、「義務化撤回」受け終結
　レセプトのオンライン請求義務化は、営業の自由
を保障した憲法に違反するなどとして、全国の医師・
歯科医師計１７４４人が国を相手取り、オンライン請求
義務の不存在確認などを求めた訴訟の第４回口頭弁
論が２月２２日、横浜地裁（佐村浩之裁判長）であっ
た。原告側は訴えの取り下げを申し入れ、国側も同
意。提訴から約１年１カ月で、訴訟は終結した。
　一方、大阪地裁でも医師ら４４９人が同様の訴訟を起
こしていたが、大阪訴訟で原告代理人を務める西晃
弁護士は、国側から取り下げに同意する文書が２月
１６日付で提出されたことを報告集会で明らかにし
た。大阪訴訟の原告は、２月１２日に大阪地裁に訴え
の取り下げを申請していた。（２/２３MEDIFAXより）
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　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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